
 「全国旅行支援事業」対象コースにつきまして  

クラブツーリズム株式会社 
 

当コースでは、補助対象期間に実施される旅行において、下記の条件を満たす方は「全国旅行支援事業」

の補助がご利用いただけます（補助対象期間は都道府県によって異なります。別紙にてご確認ください）。 

 

【補助利用の条件】 

日本国内に居住する方。 

※ご旅行代金が平日は 3,000円、休日は 2,000円以上のご旅行が対象です。 

 

【補助金について】 

旅行代金の 20％が補助されます。ただし、交通付き（鉄道・バス・航空など）宿泊商品は 5,000円（1人 1泊

あたり）、その他の商品（日帰りを含む）は 3,000円（1人あたり、または 1人 1泊あたり）が上限となります。

（補助金額は都道府県によって異なります。別紙にてご確認ください）。補助対象となるのは 7泊目までです。 

なお、複数の都道府県に宿泊するコースにつきましては、一部の都道府県が補助対象外の場合があります。 

また、同一都道府県内でのご宿泊でも、宿泊施設によっては補助の対象とならない場合があります。補助の対象

となる都道府県と金額は、同封の「振込み用紙兼旅行内容明細書」にてご確認ください。 

お客様には、旅行代金に対する補助金を差し引いた「お支払い実額」をお支払いいただきます。なお、お取消の

際は、旅行代金を基準とした所定の取消料を申し受けます。また、補助金を取消料に適用することはできません。 

クラブツーリズムパスの割引特典と全国旅行支援事業の補助金とは併用が可能です。補助金算定額は割引特典利

用後の旅行代金が基準となるため、全国旅行支援事業の補助金額が少なくなる場合がありますが、割引特典適用後

のお支払い実額ではそれぞれの割引が適用されます。 

 

【地域限定クーポンについて 】 

ご旅行中にお使いいただける地域限定クーポンが付与されます。複数の都道府県に宿泊するコースにおいては、

宿泊する各都道府県のクーポンが付与されます。クーポンは原則として電子クーポンとなり、受取りにはスマート

フォンやタブレット等が必要です。ご旅行当日にご持参ください。また、スマートフォン以外の旧式の携帯電話

（フィーチャー・フォン）等のインターネットに接続できない、あるいはアプリをダウンロードできない携帯電話

機種ではクーポンの付与ができず、加えて補助金（割引）も適用されない場合があります。 

クーポンは、日帰りツアーは添乗員（添乗員が同行しない場合は受付係員、現地係員等）から、宿泊ツアーは各

宿泊施設からお渡しいたします。宿泊する（日帰りツアーは、主たる目的地の）都道府県内の登録店舗（飲食店、

土産物店、観光施設など）でご利用いただけます。未使用の場合は払い戻しできません。 

クーポンの金額は都道府県によって異なります。また、一部の県では日帰りツアーはクーポンの配布対象外と

なっております。詳細は別紙にてご確認ください。 

※各都道府県や宿泊施設でのクーポンの準備が間に合わない場合は、クーポンをお渡しできない場合があります。

その場合、弊社では補償いたしかねますので、予めご了承ください。 

※新型コロナウイルスの感染状況等によっては、クーポンの配布や利用が停止となる場合があります。 

 

【ツアーご出発当日にご提示いただく確認書類について】 

ご出発日当日は、本人確認および居住地確認のための現住所が記載された身分証明書（原本）を必ずご持参くだ

さい。身分証明書はご出発当日のご集合時にご提示いただきます。（都道府県によっては、宿泊施設でも再度提示を

求められる場合があります。）書類のご提示がない場合は、補助は適用されず、クーポンも付与されません。 

一部の都道府県では身分証明書として認められる書類が指定されています。詳細は別紙にてご確認ください。 

 

【ご注意事項】 

■弊社では、補助金額および地域限定クーポン額の算出はお客様個別の旅行代金に基づき行っております。 

■新型コロナウイルスの感染状況によって、当事業は期間や内容等が変更、または停止となる場合があります。 

■補助は都道府県ごとに補助金がなくなり次第終了いたします（ツアー申込順の適用となります）。 

■全国旅行支援の補助金および地域限定クーポンは当該予約についてのみの適用となります。ご旅行の変更（お客

様の事情・弊社からの催行中止・荒天など不可抗力による中止などの理由を問わず）をされる場合には、変更前

の補助条件は適用とならず、変更先のご旅行の補助条件が適用となります。 

■ご旅行ご出発前に、補助の対象となる都道府県の全国旅行支援に関する規程を公式サイト（別紙をご覧ください）

にてご自身でご確認ください。 

■5月 1日時点の政府および都道府県発表の情報に基づき掲載しております。変更が生じた場合には改めてご案内

申し上げます。 
（2023年 5月 1日） 


